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3-2-2 基本計画 

3-2-2-1 基本計画の作業フロー 

基本計画では、現況調査、橋梁架橋位置の選定、橋梁縦断計画の検討、橋梁規模の設定、橋梁

形式の検討、河川整備計画の検討等、本事業を実施するために必要な検討を行い、橋梁形式を決

定する。下図に基本計画の作業フローを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-7 基本計画作業フロー 

 

 

3-2-2-2 架橋位置の現況 

ビシュケク－オシュ道路（総延長 672km）は、「キ」国の首都ビシュケクと第二の都市オシュを

結ぶ重要幹線道路であると共に、同道路はアジアハイウェイの一部であり、アジア全体の物流の

円滑化、経済の発展を図るために必要な国際回廊（CAREC 3）に位置づけられている。このビシ

ュケク－オシュ道路南部上、ジャララバード州に位置する対象橋梁は 40 年以上前に建設されたが、

現在では老朽化に加え、1998 年に発生した泥流により橋脚に激しい損傷が見られる状況にある。

既存クガルト橋周辺の状況調査をした結果を図 3-2-8 に示す。 
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3-2-2-3 既存クガルト橋の評価・検証 

既存クガルト橋は、1969 年に建設された RC 橋である。供用開始から 40 年以上が経っており、

腐食及び損傷が激しく、また耐荷力が不十分である。クガルト橋の健全度を調査した結果を表 

3-2-3及び図 3-2-9 に示す。 

表 3-2-3 既存クガルト橋健全度調査結果表 

橋   梁   名 クガルト橋 

諸
 
 
 
元
 

建 設 年 1969 年 位置
東経 72°55’45” 

北緯 40°54’57” 

日平均交通量 7,900（台／日） 標高 727m 

大型車混入率 10% 距離 首都ビシュケクより約 600km 

幅  員 8.0m(車道)+1.05m(歩道)×2=10.1m(総幅員) 

設計活荷重 H-30又は HK-80 

上部工 
橋梁形式 RC単純桁橋（5連） 

橋  長 5@16.9=84.5m 

下  部  工 橋台：RC 構造 橋脚：RC 構造 

基  礎  工 橋台：直接基礎 橋脚：直接基礎 

調
 
 
 
査
 
 
 
結
 
 
 
果
 

交通上の 

機能性 

（役割） 

・ビシュケク～オシュ道路は、「キ」国の首都ビシュケクと第二の都市オシュ

を結ぶ重要幹線道路であるばかりでなく、アジアハイウェイの一部であり、

国際物流路線及び域内交通路線として、交通上の機能性（役割）は非常に

高い。 

・日平均交通量は 7,900台と非常に多く、交通上の機能性（役割）は非常に

高い。 

・歩道が狭く損傷しているため、歩行者は車道を通行しており、危険な状態

にある。 

健全性 

（損傷度） 

・橋脚の台座が破損し、鉄筋が露出しており、非常に危険な状態にある（落

橋の危険性有り）。 

・1998 年の洪水による土石流で損傷を受けた橋脚の被害が著しく、上部工桁

が落下する危険性がある。 

・H 鋼により補強されている橋脚は、躯体の鉄筋が露出しており、上部工を

支える耐力はないと思われる。 

・上部工の桁のコンクリートが欠損して、鉄筋が露出しており、老朽化が進

んでいる。 

構造性 

（安定性） 

・橋脚の損傷が著しく、上部工を支える十分な耐力が失われている。 

・全体的に劣化・損傷が著しく、洪水及び地震等の外力が作用した時に落橋

の危険が非常に高い。 

・大型車両が通過するたびに、橋梁が激しく振動しており、構造上および耐

荷力上、問題がある。 

考  察 

・下部工の損傷、上部工の劣化及び大型車両通過時の橋の振動等を考慮する

と、本橋は非常に危険な状態にある（落橋の危険性が高い）。 

・建設後 40 年の経過の割には劣化、損傷が著しく、建設当時の設計及び施工

に重大な問題（設計ミス、施工不良等）があったと思われる。 

・総合的考察として、橋梁本体の劣化・損傷、変状等が著しいことを考慮す

ると、本橋は早急に架け替えることが望ましいと考えられる。 
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3-2-2-4 架橋位置の検討 

本調査対象橋梁であるクガルト橋は、｢キ｣国における最重要幹線道路であるビシュケク－オシ

ュ道路上に位置しながらも設置から 40 年以上が経過し、老朽化に加え、1998 年に発生した大洪

水により橋脚に著しい損傷が見られること等から、架け替えが提案されている。予備調査報告書

では、架橋位置として、現橋位置とする案（第 1 案）が最善策であると判断されているが、現橋

位置より下流側数十 m に移動し、定規断面の築堤区間内に建設する案（第 2案）も提示されてい

る。一方、現橋位置より下流側数十 m の位置では定規断面（54m）内に収まらないため、定規断

面に収まる位置（下流側 250m）を第 3案として提案する。これら 3案の架橋位置検討が、本調査

における最も重要な課題であり、3案を比較検討して、最適案を提示する。 

i) 第 1案（現橋位置案） 

予備調査報告書において最善策であると判断されている案である。ただし、現橋の直上流の左

岸堤防が約 700m に亘り構築されていないため、下流に位置するクガルト橋下にかなりの土砂が

堆積しており、桁下高が建設時より数m狭くなっている。また、堆砂により水位が上がり、洪水

時には橋脚が土砂及び流木等により損傷を受けている。従って、堆砂の影響度合い、洪水時の土

砂及び流木等による損傷度合い等に関して、河川状況調査及び水理・水文調査等を実施し、検討・

確認する。更に、工事中は迂回路が必要となるため、迂回路橋として想定されるスザク橋及び迂

回路の現地状況調査により、その利用可能性、補修の規模・要否等を検討・確認する。 

ii) 第 2案（下流側 50m案） 

予備調査報告書において数十m 下流側に移動し、定規断面の築堤区間に建設する案として提示

されている案である。ただし、数十m の移動では定規断面には収まらないため、当案は堆砂によ

る影響を軽減し、橋長を短くし、更に現道の S字曲線を改善する案とする。当案では、下流側へ

のシフトにより、新たに取付け道路の整備が必要となるため、住民移転、用地取得等に関して検

討・確認する。 

iii) 第 3案（下流側 250m案） 

現橋位置より下流側 250m の位置に設置する案である。現橋位置より 250m 下流側にシフトする

ことにより、定規断面の築堤区間での架橋となり、橋長は最も短くなる（L=54m）。堆砂による橋

梁への影響は第 1案が最も大きく、第 3案が最も小さいが、その影響がどの程度軽減されるか、

河川状況調査及び水文解析により検証する。また、下流側は上流側に比べると住居及び店舗が多

くなり、住民移転及び用地取得の問題が発生してくるので、十分な環境社会配慮調査を実施する。

更に、250m もシフトすることにより、平面線形が大きく変更になることから、地形測量を実施し、

その線形性能及び影響度合いを検証する。 

上記 3案について比較検討をした結果、下記の理由により第 1案（現橋位置案）が最も望まし

いと言う結論に至った(表 3-2-4参照)。 

① 橋梁位置での架け替えであるため、取付け道路が不要となり、事業費が全案中で最も経済的

になること。 

② 現橋も含めて、前後の道路は直線であり、平面線形が非常に良いこと。 

③ 現橋位置での架け替えであるため、住民移転、住居撤去、及び用地取得等の環境社会配慮上

の問題が発生しないこと。 
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3-2-2-5 橋梁及び道路縦断計画 

橋梁建設の事業費は、取付け道路も含めて橋梁の縦断高により大きく影響される。河川を渡河

する橋梁の場合、一般的には縦断計画は計画高水位（HWL）から決定されるが、可能な限り縦断

高が低い方が事業費は経済的となる。しかし、クガルト橋の場合は、クガルト川が堆砂の多い河

川であり、洪水により道路や橋梁が冠水する危険性がある。したがって、現橋位置に架橋する場

合は、橋梁及び取付け道路の縦断計画は、計画高水位（HWL）の他に、堆砂の影響も考慮して検

討することが重要である。 

 

(1) 縦断計画案の選定 

水理・水文解析を実施し、計画高水位（HWL）の検討を行う。また、過去の洪水時の冠水位に

関しては、既往のデータ調査及び現地でのヒアリング等により入手する。さらに、予備調査報告

書に「土砂が堆積し、設計上の桁下高が実際には半分程度になっているとの情報があった」と記

述されていることから、堆砂量（深さ）をボーリング等により調査する。このような状況を考慮

し、クガルト橋及び取付け道路の縦断計画案として、下記 3案を選定した。 

� 第 1案（現橋路面高案）：新橋の路面高を現橋の路面高と同じにする案である。但し、新橋の

路面高は、水理解析により得られる計画高水位（HWL）、桁下余裕高及び構造高を考慮して決

定される縦断高以上とする。 

� 第 2案（0.5m嵩上げ案）：クガルト川は土砂の流出が多い河川であり、砂防河川の様相を呈し

ていることから、第 1案の縦断高に砂防河川としての堤防余裕高として 0.5m を考慮した縦断

高とする案である。 

� 第 3案（1m嵩上げ案）：クガルト川の堆砂が多い状況を考慮して、第 1案の縦断高に 1.0m の

余裕を考慮した案である。 

 

(2) 計画高水位の検討 

クガルト橋の上下流の河道は、現在、完成堤が改修済みである。現橋位置での架け替えとなる

ことから、計画高水位は上下流の既設築堤や河道状況を考慮し、計画高水流量を安全に流下させ、

現況流下能力を下回らないような断面となるように決定する。 

 

1) 計画河道断面の設定 

クガルト橋地点の河道幅は約 84m であるが、橋梁から下流の約 250m 区間の河道は標準区間、

幅 57m と狭くなる。また、橋梁上下流では河川勾配が 1/100 から 1/130 と緩くなっているため築

堤護岸の高さは上流 3.6m、下流 4.4m で計画されている。築堤護岸の法勾配は 1:1.5 で巨石石積み

護岸である。これらの水理条件を考慮して現況河川断面を用いた不等流計算から架け替え後の計

画河道断面を決定した。 

2) 検討結果 

計画高水位は、橋梁位置において計画河道断面を設定し、下流の標準河道断面からの水位計算

による検討を行った。下記に示すケースについて検討を行い、計画河道断面を決定した。 
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① ケース１：現況河道断面 

HWL 697.162m 架橋地点の河道幅は 84.3m、河道中央が計画河床よりも約 0.9m 低く

（694.310m）、直下流より水位が下がる状態となる。流速は 2.8m/s あり、水理的には不安定な

状態である。 

② ケース２：計画河道断面 

HWL 697.297m 架橋地点の河道の河道幅は 92.1m、計画河床高は河道全幅で一律、695.230m

とした場合、直下流より水位が上がる状態となる。流速は 1.9m/s あり、水理的には現況よりも

安定な状態である。 

 

(3) 余裕高（0.5m）の考慮 

堤防の高さは、堆砂、洪水時の風浪、うねり、跳水、流木等による一時的な水位上昇に対し、

堤防の高さにしかるべき余裕をとる必要がある。クガルト川の計画高水流量（Q）は 317m3/s であ

り、200m3/s 以上 500m3/s未満であるため、下表より 0.8m の余裕高が必要となる。 

表 3-2-5 計画高水流量と余裕高の関係 

項 1 2 3 4 5 6 

計画高水流量

（m3/s） 

200 未満 200 以上 

500 未満 

500 以上 

2,000 未満 

2,000 以上 

5,000 未満 

5,000 以上 

10,000未満 

10,000以上

余裕高（m） 0.6 0.8 1.0 1.2 1.5 2.0 

 

一方、桁下高に関しては、通常の河川では上記の余裕高を桁下高として準用している。しかし、

流木や堆砂などの多い河川で、上記の余裕高では治水上支障が有ると判断される場合は、適宜桁

下高を増高させる必要があり、「砂防指定地内の河川における橋梁等設置基準（案）」では、余裕

高 0.5m を原則とするとある。 

クガルト川においては、洪水時に流下してくる流木が大きいと想定されること、上流の流域は

急勾配の山地であり山腹の斜面崩壊による自然林の倒木などの流出が予想される砂防河川である

こと、堆砂が多いことなどを考慮して、標準の余裕高に加え、砂防流域で用いられている余裕高

0.5m を追加することとする。 

従って、クガルト橋では、桁下高（余裕高）を 0.80m＋0.5m＝1.3m とし、現況桁下高さを下回

らないように桁下高さを決定する。 

 

(4) 縦断計画案比較検討 

橋梁及び取付け道路の縦断高に関して 3 案について比較検討をした結果、下記の理由により第

2案（0.5m嵩上げ案）が最も望ましいと言うことで選定された（表 3-2-6参照）。 

① 0.5m の嵩上げにより、堆砂の多い河川の影響を考慮しても、洪水時に流木等が上部工桁に

衝突することはないこと。 

② 0.5m程度の嵩上げであれば、縦断線形への影響はほとんどないこと。 

③ 0.5m程度の嵩上げであれば、周辺環境への影響が少なくて済むこと。 

④ 工事費的にはさほど大きくはならないこと。 

（出典：河川管理施設等構造令） 
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3-2-2-6 橋長（川幅）の検討 

クガルト橋の橋長として、日本側は現在の川幅を維持すべく、現橋と同様の橋長（L=80m）を

提案したが、「キ」国側は川幅を狭めて、橋長を 54m とする案を提案してきた。この 2 つの案（第

1案（橋長 80m案）、第 2案（橋長 54m案））について比較検討をした結果、下記の理由により第

2案（橋長 54m案）は問題が多いため採用は困難であり、第 1案（橋長 80m案）を採用すること

となった（表 3-2-7参照）。 

① 完成後の河床変動として、現在の堆砂傾向から洗掘・侵食傾向となる可能性があること。 

② 現橋よりも、橋梁による流下抵抗が大きくなるため氾濫原の湛水位が高くなり、堤防強化が

必要となる可能性があること。 

③ 現橋と下流の整備区間との間に移行区間がないことから、洗掘や侵食が生じやすいこと。 

④ 以上より、第 2案は多くの問題があり、採用は困難であると考えられること。 

 

3-2-2-7 河道整備計画の検討 

クガルト川は、クガルト橋の直上流の左岸では約 700m にわたり未築堤のため氾濫原を形成し

ており、河道幅が広がることにより流速が低下するため、流下した土砂が堆積している。この堆

砂の影響により、現橋の桁下空間が狭められていると共に、堆砂により河川水位が上昇し、洪水

時には土石流が橋脚に損傷を与えている。現橋より上流のクガルト川流域の山地部は自然河川の

様相を呈しており、砂防対策などの施設構造物は施されていないため、今後とも頻繁に土石流が

発生することから、河道内に土砂堆積が続く事が予想される。 

現橋位置に架橋する場合、堆砂及び洪水による土石流の影響を受けることが予想されるが、こ

れらの影響を軽減するための河道整備計画を検討する。河道整備計画案としては、下記の 3 案に

ついて、経済性、施工性、環境社会配慮、維持管理等の面から評価して、適正な河道整備計画を

選定する。 

・ 第 1案（現状維持案）：現在の河道状況を維持し、河道整備は実施しない案である。ただし、

定期的な浚渫は実施する。 

・ 第 2案（堆砂防止工建設案）：クガルト橋の上流側に堆砂防止工を建設し、土砂の流下を防止

する案である。また、堆砂防止工前の定期的な浚渫は実施する。 

・ 第 3案（築堤案）：クガルト橋の直上流左岸側の堤防が約 700m にわたり構築されていないが、

この区間に堤防を建設し、流速を大きくすることにより堆砂を防止する案である。また、定

期的な浚渫は、第 1案と同様に実施する。 

 

クガルト川の堆砂問題に関する整備計画について、上記 3 案に関して比較検討を行った結果、

下記の理由により第 1案（浚渫案）が選定された（表 3-2-8参照）。 

① 第 1案は浚渫工事のみであるため、全案中で最も経済的であること。 

②  堆砂及び土石流の橋梁への影響は限定的であり、定期的な浚渫でそれらの影響を除去でき

ること。 

③  第 2案及び第 3案は工事規模が大きくなるため、橋梁工事の一環ではなく、河川整備工事

として、別プロジェクトとして検討することが妥当であること。  
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3-2-2-8 迂回路比較検討 

現橋位置での架け替えに伴う工事期間中の迂回路に関して、第 1案（直交仮橋利用案）、第 2案

（並行仮橋利用案）、第 3案（スザク橋利用案）、第 4案（ブラゴベシェンカ橋利用案）の 4 つの

案について比較検討を行った結果、下記の理由により、第 1案が最も望ましいという結果となっ

た（表 3-2-9、表 3-2-10参照）。 

 

① 第 3案及び第 4案の場合、迂回交通量の流入によりスザク橋の交通量は 9,000～13,000台

／日、ブラゴベシェンカ橋の交通量は 7,000～9,000台／日となり、車両の騒音、振動、排

気ガス、交通渋滞、交通事故等の重大な環境社会問題が発生すること。 

② 第 4案では迂回路延長が 20km 以上もあり、迂回路を利用する人にとって過度な不便を強

いられることとなること。 

③ 第 1案及び第 2案では、仮橋を迂回路とすることにより、スザク橋又はブラゴベシェンカ

橋を利用する場合に懸念される、車両の騒音、振動、排気ガス、交通渋滞、交通事故等の

重大な環境社会問題の発生を回避できること。 

④ 第 1案の方が第 2案よりも工事費が経済的となること。 
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3-2-2-9 全体計画 

(1) 適用設計基準条件 

1) 道路設計条件 

道路設計に関しては、「キ」国内で制定されている基準（The Design of Highways  

(SNiP:2004)）及び AASHTO に準拠し、不足している部分に関しては、日本の基準（道路構造令）

に準拠する。表 3-2-11 に道路設計条件を示す。 

 

表 3-2-11 道路設計条件表 

項   目 「キ」国基準 AASHTO 道路構造令 採用値 

道路種別 カテゴリーⅡ  高規格幹線道路 カテゴリーⅡ

地形種別 

(平地/丘陵地/ 山地） 
平地 平地 平地 平地 

設計速度(km/h) 120 120 120 120 

設計車両 H-30、HK-80 WB-62 セミトレーラ  

車線幅員(m) 3.75 x 2 3.6 3.5 × 2 3.75×2 

路肩幅員（外側）(m) 3.25－3.75  1.75 3.25 

最大縦断勾配 4.0 3.0 2.0 0.85 

最大片勾配(%)  10.0 10.0 - 

標準横断勾配(%) 2.0 2.0 2.0 2.0 

制動停止視距(m)   210 - 

最小平面曲線半径 

（絶対値）(m) 
 600 710 ∞ 

最小縦断 

曲線半径 

凸 
Ｋ値  195 - - 

(m) 15,000  11,000 11,800 

凹 
Ｋ値  128 - - 

(m) 5,000  4,000 6,800 

緩和曲線最小パラ 

メータ（Ａ値）(m) 
  325 - 

緩和曲線最小長(m)   100 - 
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2) 橋梁設計条件 

a) 水理条件 

i) 確率規模 

確率規模は、「キ」国の基準から 100年確率とした。 

なお、過去の無償資金協力による橋梁設計の規模や橋梁耐用年数などを考慮した確率規模は 50

年確率である。 

ii) 計画高水流量 

3-2-1-2(1)5)計画高水流量より、橋梁計画における 100年確率の計画高水流量は 317m3/sである。 

iii) 計画高水位 

3-2-2-5(2)2)検討結果より、計画高水位は 697.3mである。 

iv) 河川計画断面 

架橋位置における計画断面は、高水流量が安全に流下させることの出来る断面となるように決

定している。計画断面の両岸は、橋台前面の保護や河道背後地盤の安全のため、護岸を計画した。 

護岸工は、橋梁を挟んで上下流に設置されており、同一法勾配 1:1.5、同一構造形式として計画

する。 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-10 計画河道断面（架橋位置） 

 

 

v) 余裕高 

3-2-2-5(3)余裕高（0.5m）の考慮より、桁下高（余裕高）は 1.3mである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-11 桁下余裕高 
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vi) 根入れ深さ 

橋脚の根入れ深さは、日本の基準に準拠し、最深河床より 2.0m以上確保することとした。橋台

については現河床高 695.2mと護岸工との取合いを考慮し、計画した。 

 

 

 

 

 

 

 

vii) 護岸 

護岸については、橋台上下流は既往計画による巨石（空石積み）築堤護岸が完成している。護

岸の高さは現況高さを確保するものとし、新設橋台の形状に応じ上下流の河道がスムーズになる

ような法線とし、橋台建設時の掘削等の影響範囲は既往計画と同様なタイプの護岸により既設護

岸にすりつけることとした。なお、橋台前面は、橋台前面地盤の保護及び橋梁上下流の流れがス

ムーズとなるよう両岸とも既往計画と同様な形式の護岸を HWLまで計画した。 

 

b) 設計活荷重 

設計活荷重に関しては、以下の理由により、日本の基準（道路橋示方書）に規定されている B

活荷重を採用する。 

① AASHTOに規定されている HS20-44荷重と日本の基準に規定されている B活荷重による曲

げモーメント比較図によれば、日本の B活荷重による曲げモーメントの方が大きいこと（図 

3-2-13参照）。 

② 従って、日本の B活荷重で設計する方が安全側であること。 

③ アラメジン橋、アラルチャ橋、ケンブルン橋等、過去の日本の無償資金協力事業で建設した

橋は、日本の B活荷重で設計されていること。 

④ 日本の B活荷重で設計されている橋は十分な強度があり、信頼性が維持されていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本 

アメリカ

護 岸

図 3-2-12 根入れ深さ

図 3-2-13 各国の活荷重による設計曲げモーメントの比較 

（出典：道路橋示方書） 
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c) 地震荷重 

i) 加速度分布図 

「キ」国において、既存クガルト橋より半径約 250km の範囲において 1914 年～2011 年にかけ

て発生した地震のクガルト橋位置における加速度分布図を図 3-2-14 に示す。この図から下記のこ

とが言える。 

 

① 過去約 100 年間で発生した最大の地震の加速度は 132gal であり、1回（1946 年 11 月 2 日）

発生している。 

② 過去約 100 年間で発生した地震の内、100gal 以上の地震は上記の１回のみであり、それ以

外の地震は 100gal未満である。 

③ 過去約 100年間で発生した地震のほとんどは、50gal以下の比較的中・小規模な地震である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ii) 地震荷重 

下記の理由により、本概略設計では設計水平震度（Kh）は、0.10 を適用する。 

① 対象橋梁周辺では大きな地震が発生していないこと。 

② 対象橋梁周辺で観測された地震のほとんどは、その加速度が 100gal 未満であること（図 

3-2-14参照）。 

③ アラメジン橋、アラルチャ橋、ケンブルン橋等、過去の日本の無償資金協力事業で建設した

橋には、Kh=0.10 が適用されていること。 

 

d) 材料強度 

本プロジェクトにおいて使用する各種材料の強度は下記の通りとする。 

① PC 上部工用コンクリートの設計基準強度 

PC 上部工に用いるコンクリートの設計基準強度は σck＝35 N/mm
2とする。 

  

0

20

40

60

80

100

120

140

0 50 100 150 200 250

(gal)

(km)

M=3.0～3.9

M=4.0～4.9

M=5.0～5.9

M=6.0～6.9

M=7.5

図 3-2-14 クガルト橋加速度分布図
（出典：調査団作成） 
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② 鉄筋コンクリートの設計基準強度 

下部工、基礎工および地覆、壁高欄等鉄筋コンクリート部材に用いる鉄筋コンクリートの

設計基準強度は σck＝24 N/mm
2とする。 

③ 無筋コンクリートの設計基準強度 

均しコンクリート及び歩道部間詰コンクリート等無筋コンクリート部材に用いるコンク

リートの設計基準強度は σck＝18 N/mm
2とする。 

④ 鉄筋 

本プロジェクトに使用する鉄筋の仕様は SD345 相当とする。 

⑤ PC鋼材 

本プロジェクトに使用するPC鋼材の仕様は、PC鋼より線12S12.7B(SWPR7BL)（縦締め）、

1S21.8(SWPR19L)（横締め）とする。 

 

e) 径間長の設定手順 

径間長の設定手順を図 3-2-15 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-15 径間長の設定手順 

 

径間長の設定手順に基づいて算定した結果、プロジェクト対象橋梁の径間長は、計画高水流量

が Q=317m3/s の場合、L≧20＋0.005Q＝20+0.005×317＝22m である。 

なお、上記フローにおいて、河川管理上の問題としては下記のことが考えられる。 

・ クガルト川は堆砂の非常に多い河川であり、堆積した土砂により河床が上昇し、上部工主桁

とのクリアランスが狭まることにより、河道に必要な流下断面の確保が困難となる。 

 

NO

NO

YES

YES
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(2) 幅員計画 

前述 3-2-1-4幅員に係る方針の通り、橋梁部の標準道路横断面構成は、車道幅員 3.75m×2=7.5m､

路肩幅員 0.75m×2=1.5 m、歩道幅員 1.5m×2=3.0m、計 12.0ｍ（有効幅員）とする。 

土工部の標準道路横断面構成は車道幅員 3.75m×2=7.5m､路肩幅員 0.75m×2=1.5 m、保護路肩幅

3.0m×2=6.0m、計 15.0ｍ（総幅員）とする。 

 

(3) 橋長の検討 

新橋は既存クガルト橋位置に架橋されることから、新設の橋台は、既設橋台の竪壁前面より川

側に出ない位置に計画する必要がある。したがって、高水位を延長したラインより後方に、橋台

竪壁前面を計画した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-16 新橋梁計画時のコントロールポイント 

 

また、道路中心線と計画高水位線との交差角は A1 橋台側θ=74～18’～28”、A2 橋台側=78～37’

～10”となった。したがって、橋台の方向は、両側交差角を中間値としてθ=75°とした。 

この結果、A1 橋台位置は No.5+40.000（パラペット前面位置）、A2 橋台位置は No.6+29.000（パ

ラペット前面位置）となり、橋長は 89.0ｍとした。 

 

(4) 橋梁形式比較検討 

橋梁の比較案は、計画高水流量から決まる基準径間長を参考に径間数を求め、標準的な橋梁形

式と適用径間長、および「キ」国での使用実績を考慮して、構造性・施工性･経済性及び維持管理

に優れた形式を抽出する。特に、クガルト川は堆砂が非常に多い河川であることから、堆砂を助

長する河川内構造物（橋脚）は出来るだけ少なくなるような橋梁形式を選定するものとする。 

本橋の必要橋長は 89.0m、基準径間長は 22.0m であることから下記の支間割を対象とし、表 

3-2-12 に示す「標準適用径間」を参考に上部工形式の抽出を行う。 
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① 3径間形式：3＠29.667m＝89.0m 

② 2径間形式：2＠44.5m＝89.0m 

 

 

 

 

 

上記の表より、以下の 3案を比較検討案として選定した。 

 

表 3-2-13 橋梁形式比較検討案 

 

上記 3案に関して、比較検討した結果を表 3-2-14 に示す。 

  

上部工形式 推奨適用径間 曲線適否 桁高・

            50 m     100 m      150 m 主構造 橋面 径間比

 単純合成鈑桁       ○ ○ 1/18

 単純鈑桁       ○ ○ 1/17

鋼 連続鈑桁       ○ ○ 1/18

 単純箱桁       ○ ○ 1/22

 連続箱桁       ○ ○ 1/23

 単純トラス       × ○ 1/ 9

 連続トラス       × ○ 1/10

橋 逆ランガー桁       × ○ 1/6,5

 逆ローゼ桁       × ○ 1/6,5

 アーチ       × ○ 1/6,5

 プレテン桁       × ○ 1/15

 中空床版       ○ ○ 1/22

 単純Ｔ桁       × ○ 1/17,5

Ｐ 単純合成桁       × ○ 1/15

 連結Ｔ桁、合成桁       × ○ 1/15

Ｃ 連続合成桁       × ○ 1/16

 単純箱桁       ○ ○ 1/20

橋 連続箱桁（片持工法）       ○ ○ 1/18

 連続箱桁（押し出し 

または支持工法） 

      
○ ○ 1/18

 π形ラーメン       × ○ 1/32

RC

橋 

中空床版       ○ ○ 1/20

連続充腹式アーチ       ○ ○ 1/ 2

案 橋種 橋梁形式 径間数 径間割 

第 1案 PC 橋 PC3径間連結 T桁橋 3 3@29.667=89.0m 

第 2案 鋼橋 鋼 3径間連続 I桁橋 3 3@29.667=89.0m 

第 3案 PC 橋 PC2 間連結 T桁橋 2 2＠44.5m＝89.0m 

29.667m 44.5m 

表 3-2-12 標準適用径間
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(5) 下部工及び基礎工形式の検討 

1) 支持層の選定 

地質調査結果によると、地表から 20m の深さに非常に良質な砂礫層があり、この地盤を支持層

とする。地質調査による推定支持層位置図を図 3-2-17 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-17 推定支持層線位置図 

 

2) 下部工及び基礎工形式 

下部工の形式選定表を表 3-2-15 に、基礎工の形式選定表を表 3-2-16 に示す。 

橋台形式は、本橋位置での計画高、堤防地盤への定着等から高さを 7m として計画する。した

がって、下表より、本橋の橋台形式は逆 T 式橋台を採用する。橋脚については、河川内橋脚とな

ることから、小判型形式を採用する。 

表 3-2-15 下部工形式選定表 

 

本橋の基礎形式は、支持層が比較的深い部分に位置すること、支持地盤が良質な礫層であるこ

とを考慮して、次表より、杭基礎形式を採用する。 

  

種 

類 
形  式 

適用高さ（ｍ） 

適 用 条 件 10      20      30 

    

 

橋 

 

 

 

台 

1.重力式 
    支持地盤が浅く、直接基礎の場合に適す

る。 

2.逆Ｔ式 
    適用例の多い形式であり、直接基礎杭基礎

に適する。 

3.控壁式 
    橋台が高い場合に適する。使用材料は少な

いが工期が長い。 

4.箱 式 
    高橋台用に開発された形式である。工期が

若干長い。 

橋 

 

 

 

脚 

1.柱 式 
    低い橋脚、交差条件の厳しい場合、河川中

等に適する。 

2.ラーメン式 

    比較的高い橋脚で広幅員の橋梁に適す。河

川中では洪水時流下を阻害することがあ

る。 

3.パイルベント式 

    最も経済的な形式であるが、水平力の大き

い橋梁には適さない。また、河川中では洪

水時流下を阻害する。 

4.小判形 
    高橋脚、外力の大きい橋梁及び河川内に適

する形式である。 

7m 8m 
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表 3-2-16 基礎工形式選定表 

                基 礎 形 式 

 

 

選 定 条 件 

直
接
基
礎
 

打込杭
基礎 

中掘り杭基礎 場所打ち 
杭基礎 

ケーソ
ン基礎

鋼
管
矢
板
基
礎
 

地
中
連
続
壁
基
礎
 

PHC 杭 鋼管杭

Ｒ
Ｃ
杭
 

Ｐ
Ｈ
Ｃ
杭
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地
 
盤
 
条
 
件
 

支持層

までの

状態 

中間層に軟弱地盤がある △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○

中間層に極堅い層がある ○ × △ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ △ ○ ○ △ △ ○

中間層に礫

がある 

礫径 5 cm 以下 ○ △ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

礫径 5 cm～10 cm ○ × △ △ △ △ △ △ △ △ ○ ○ △ ○ ○ ○ △ ○

礫径 10 cm～50 cm ○ × × × × × × × × × △ × × ○ ○ △ × △

液状化する地盤がある △ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

支持層 

の状態 

支持層 

の深度 

5 m 未満 ○ × × × × × × × × × × × × × × × × ×

5～15 m △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ △ △

15～25 m × △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

25～40 m × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ ○ ○ ○ ○

40～60 m × × △ ○ △ △ △ ○ ○ ○ △ ○ × × △ ○ ○ ○

60 m 以上 × × × △ × × × × × × × △ × × × △ △ △

支持層 

の土質 

粘性土 (20≦N) ○ ○ ○ ○ ○ × △ ○ × △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

砂・砂礫 (30≦N) ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

傾斜が大きい (30゜以上)  ○ × △ ○ △ △ △ ○ ○ ○ ○ △ △ ○ ○ △ △ △

支持層面の凹凸が激しい ○ △ △ ○ △ △ △ ○ △ △ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ ○

地下水 

の状態 

地下水位が地表面近い △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ ○ ○ ○ ○

湧水量が極めて多い △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ × ○ ○ ○ △

地表より 2 m 以上の被圧地下水 × ○ ○ ○ × × × × × × × × × × △ △ ○ ×

地下水流速 3 m/分以上 × ○ ○ ○ ○ × × ○ × × × × × × ○ △ ○ ×

構
造
物
の
特
性
 

荷重 

規模 

鉛直荷重が小さい(支間 20 m 以下) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × △ × ×

鉛直荷重が普通(支間 20 m～50 m) ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

鉛直荷重が大きい(支間 50 m) ○ × △ ○ △ △ △ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○

鉛直荷重に比べ水平荷重が小さい ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ △ △

鉛直荷重に比べ水平荷重が大きい ○ × △ ○ △ △ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

支持 

形式 

支持杭 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

摩擦杭 ○ ○ ○ ○ ○   

施
工
条
件
 

水上 

施工 

水深 5 m 未満 ○ ○ ○ ○ △ △ △ △ △ △ × ○ △ × △ △ ○ ×

水深 5 m 以上 × △ △ ○ △ △ △ △ △ △ × △ × × △ △ ○ ×

作業空間が狭い ○ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○ △ △ × △

斜杭の施工 △ ○ ○ × × × △ △ △ △ × × ×  

有毒ガスの影響 △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ ○

周辺 

環境 

振動騒音対策 ○ × × × △ ○ ○ △ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○

隣接構造物に対する影響 ○ × × △ △ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ △ △ ○

  



第 3 章 プロジェクトの内容 

 

106 
 

a) 橋台構造形式 

橋台構造形式は、本橋位置での計画高、計画河川断面との取合いから高さを 7.0m として計画し

た結果、表 3-2-15 より、本橋の橋台形式は逆 T 式橋台を採用した。 

（A1・A2 橋台） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-18 橋台形状寸法 

 

b) 橋脚構造形式 

橋脚については、河川内に橋脚を設けることから、小判型形式を採用した。 

（P1・P2 橋脚） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-19 橋脚形状寸法 

 

 

c) 基礎構造形式 

本橋の基礎形式は支持層が深い部分に位置することから杭基礎形式とし、中間層に玉石混じり

礫層があることを考慮して、表 3-2-16 より、場所打ち杭基礎を採用した。 

 

(6) 護岸工の検討 

現況のクガルト川の河道は完成堤が改修済みの河川であり、橋台上下流の両岸は築堤護岸（巨

石空石積みタイプ）が完成している。 

既設築堤護岸は新設橋梁の橋台建設時に掘削されることから、その影響範囲については、既往

計画時の築堤護岸形式により復旧することとし、橋台前面にも護岸を配置した。 
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1) 平面計画 

現状の築堤護岸法線は、旧築堤護岸を改修して従来からあるクガルト橋（現橋）に後から取り

付けられたこと、現橋は直橋タイプであったこと、改修時期が異なっていたことなどから、新橋

計画時においては、架橋位置と河川流下方向がスムーズとなるよう計画する必要がある。 

河道と橋梁の位置関係は、交差角がおおよそ 75 度の斜角となっているため、右岸橋台上下流の

既設護岸の法線は河道に突出した形状となることから、架橋計画と連携した河道法線の見直しを

行った。 

なお、右岸橋台上流の管渠工を含む区間の築堤護岸は現状で護岸工が崩壊している区間が認め

られることから、橋台上下流からの洗掘や侵食保護のため護岸工を復旧することとした。 

 

2) 河床変動 

河道の浸食・洗掘は、河岸や河道内の構造物周辺に生じやすく、洪水時は流量増加に伴って水

深が大きくなるため流速が増大し掃流力が大きくなり、河床の土砂は移動しやすくなる。このた

め、構造物周辺の河床は形状が変化し渦が発生しやすくなることが知られており、勾配が急で砂

礫混じりの河床材料からなるクガルト川では浸食・洗掘に対する状況を把握し、将来の対策工の

要不要を判断する。 

① 河床材料 

クガルト橋架橋地点の河道の河床材料は、既往資料によれば、『第四紀から現代にかけての玉石

混じり礫質土の厚い堆積層が、地殻変動によって生じた窪みを覆っている状態で堆積物の粒度は、

流路の絶え間ない移動と分級作用によって、深さ方向にも平面の方向にも、全域にわたって変化

しており、深さ 2～3mまでの堆積物の平均直径は 95mm、河床堆積物の最大直径は 200mmである。

クガルト川に流下する土砂は浮遊砂（0.2～0.01mm）や掃流砂（1～200mm）であり、これらが雪

解け水の洪水で流下する。』であり、浮遊砂は掃流力が低下しても下流に流下し、上流からの掃流

砂は掃流力の低下により洪水後の河床に堆積している状態である。 

② 変動状況 

河床変動は、河道状況（河川幅、水深、河床材料、勾配、河川形状など）によって生じ、上流

からの土砂供給状態などによって変動状況は千差万別である。 

クガルト橋上下流の河道状況は上流の河道幅が広く左岸側には氾濫原が広がっており、下流は

河川幅が徐々に狭くなっているのが特徴である。上流は氾濫原があるため河道幅が急激に広がる

ので堆砂傾向にあり、大量の土砂が毎年堆積している。また、クガルト橋梁を境に上下流で河床

勾配が変化し下流は上流より緩くなっているため、大量の土砂が毎年堆積している。 

これらの堆砂により洪水時の HWL が高くなることから現状では 2 年に 1 回の割合で橋梁上下

流の河床は計画河床高まで維持浚渫されている。 

したがって、クガルト橋の河道の将来の河床変動状況は堆積傾向にあり、橋台、橋脚及び橋梁

上下流の築堤護岸について現状築堤護岸構造に加えた侵食・洗掘の対策は必要ないものと考えら

れる。 
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3) 配置計画 

既設護岸が橋台に取り付けられている場合の新設改修時は、旧橋台取り壊し時や橋台建設時に

おいて既往の築堤護岸の掘削を行う。このため、掘削された既往築堤護岸の影響範囲において築

堤護岸の復旧を行う必要があり、日本の河川管理施設等構造令によれば、その範囲は最小限 10m

と規定されている。本計画においては、既往築堤護岸の影響範囲は下記の範囲とした。 

・ 左岸：上下流とも 10m(最小値)の護岸工を配置する。 

・ 右岸：上流の管渠設置箇所までの区間は、護岸工が一部損傷を受けており、樹木が繁茂してい

るため、延長 30m の護岸工を配置する。 

下流の堤防法線は、旧橋台に取り付けられているが、橋台直前で屈曲しており河道が狭くなっ

て突出している。新橋の橋台に取り付けるために延長 30m の護岸工を配置する。 
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(7) 取付け道路の検討 

1) 舗装構成の検討 

a) 概要 

クガルト橋前後の道路区間において、橋梁架け替え工事に伴い影響を受ける区間については、

縦断線形の変更も行うことから、舗装の打ち替え工事が必要となる。ここでは、当該区間に適用

すべき舗装構成の検討を行う。 

 

b) 「キ」国基準 SNiP における舗装構成 

「キ」国における設計基準である、SNiP による標準舗装構成は下記に示す通りである。 

当該区間の通行車両から考えると、タイプ 1（軸重 13t）が選定されるものの、交通条件等が不

明確であり、また、これまでの無償資金協力プロジェクトの舗装構成と比較してもかなり高強度

な構造となるため、経済性の観点から別途、当該地の設計条件に当てはめ AASHTO等の設計法に

よる妥当性の確認が必要であると判断した。  

 

1. 軸重 A3＝130 kN(13 t)の舗装構成 

タイプ 1 

Еобщ.=Ер=Етр х Кпр > 230 MPa 

......................................6 сm 高密度な細粒度の加熱アスコンМ-II 舗装用石油アスファルト 

.......................................9 сm 多孔質な粗粒度の加熱アスコン 舗装用石油アスファルト 

.......................................－   ジオテキスタイル 

.......................................12 cm  瀝青安定処理砕石 

.......................................15 cm  砕石  

........................................20 cm  砂礫材  

 

タイプ 2 

 

Еобщ.=Ер=Етр х Кпр > 230 MPa 

.......................................6 сm   砕石マスチック（SMA）舗装用石油アスファルト 

.......................................9 сm   多孔質な粗粒度の加熱アスコン 舗装用石油アスファルト 

.......................................12 сm  セメント安定処理砕石 

.......................................20 сm  砂礫材 

 

2. 軸重 A1=100 kN (10 t)の舗装構成(10тн) 

タイプ 3 

 

Еобщ.=Ер=Етр х Кпр >180 MPa 

.......................................4 сm  高密度な細粒度の加熱アスコン М-II舗装用石油アスファルト 

.......................................6 сm  多孔質な粗粒度の加熱アスコン 舗装用石油アスファルト   

.......................................15 сm  粒度調整工法で締固めた砕石 

.......................................20 сm  粒度 0-80 mm の砂礫材  

 



第 3 章 プロジェクトの内容 

 

110 
 

c) AASHTO 設計法による舗装の検討 

� 解析期間 

交通の多い地方道路 20-50 年 20 年 

� ESAL 

18kip等値単軸荷重 

8.7×10
6 

� 信頼性 

幹線道路 地方部 75-95 

本路線に対しては国際幹線道路として「キ」国のみならず、より信頼性の高い舗装

構造が求められていることから、90 を採用することとする 

� 供用性指数 

初期供用性指数 p0 4.2 AASHO 道路試験 

終局供用性指数 p1 2.5 主要道路 

⊿PSI ＝ 4.2 - 2.5 ＝ 1.7 

� 路床土の有効レジリエント係数 

CBR＝30％ 超 

MR（psi）＝1500×CBR＝1500×30×0.75＝33,750  （一般式） 

� 標準偏差 

アスファルト舗装 0.4 - 0.5 中間値の 0.45 を採用 

� 層係数 

� アスファルト舗装 0.4 

� 上層路盤（粒度調整砕石） a2=0.14（レジリエント係数 33,200psi、図 2.6（p109）より） 

アスファルト混合物の厚さ 4（in）、路床土のレジリエント係数 15,000 以上より 

θ=20 および K1=3000～8000、k2=0.5～0.7 の中間値から、 

レジリエント係数=5500*200.6 = 33,187 

� 下層路盤（クラッシャラン） a3=0.08（レジリエント係数 10,300psi、図 2.7（p111）より） 

アスファルト混合物の厚さ 4（in）より 

θ=7.5 および K1=1500～6000、k2=0.4～0.6 の中間値から、 

レジリエント係数=3750*7.50.5 = 10,269 

� 構造指数 

舗装設計用構造指数 SN は次頁ノモグラフにより算定。 

その結果 

SN＝3.0（CBR＝30+％ケース） 

 

以上を確保した舗装構造が必要となる。 
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d) 舗装構成の検証 

� CBR＝30
+
％ケース 

舗装の最小厚さ（交通量 ESAL 7百万以上 ） 

表層+基層（層係数 0.40） 4 インチ以上 ⇒ 10cm 

上層路盤（層係数 0.14） 6 インチ以上 ⇒ 15cm 

下層路盤（層係数 0.08） 6 インチ以上 ⇒ 構造指数を満足する厚さ D を設定 

＜排水係数は 1.0 として検討する＞ 

SN ＝ 10/2.54×0.40 + 15/2.54×0.14 + D/2.54 × 0.08 > 3.0 

      D＝19.0cm 以上 の下層路盤（クラッシャラン）が必要 

 

AASHTO 設計法による舗装構成の提案 

SN＝3.0 以上が確保できる舗装構成として、下記を提案する。 

＜舗装構成＞ 

表層+基層  10cm  アスファルト混合物 

上層路盤  15cm  粒度調整砕石 

下層路盤  20cm  クラッシャラン 

計  45cm 

 

SN＝10/2.54×0.4 + 15/2.54×0.14 + 20/2.54×0.08 

＝3.031 ＞ 3.0･･･OK 

 

※この舗装構成は、SNiP に示される Type3 の標準舗装構成およびチュイ州橋梁架け替え

計画、ビシュケク-オシュ道路（426km-498km、「キ」国からの情報提供）の舗装構成

と同一となる。 

 

※基本の舗装構成は上記となるが、当該地は冬期気象条件（ジャララバードでは 12 月か

ら 2 月にかけて最低気温が-10℃にもなる）が厳しく、凍結の恐れがあることから、凍

結融解による舗装の破壊を防ぐことを目的として、路床のうち上部 55cm（地表から

1m深さ）までは透水性の高い砕石等による置き換え（凍上抑制層の設置）を実施する

ことを基本とする。 

 

※参考：チュイ州橋梁架け替え計画における舗装構成 
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図 3-2-20 舗装構成図 

 

① 5cm 表  層 密粒度アスコン 

② 6cm 基  層 粗粒度アスコン 

③15cm 上層路盤 粒調砕石 40-70 

④20cm 下層路盤 クラッシャラン 0-70 

⑦30cm 路  床 

ビシュケク-オシュ道路改築 

km426+000 – km498+000 標準横断図 

「キ」国 MOTC より入手 
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(8) 施設概要 

上記検討を踏まえ決定された本計画の施設の概要は下表に要約される。 

表 3-2-18 施設概要 

項   目 形  式・諸  元 

架 橋 位 置 既存クガルト橋の位置  

幅 員 

橋梁部 

車道幅員 3.75m×2=7.5m､ 側帯 0.75m×2=1.5m、 

歩道幅員 1.5m×2=3.0m、 計 12.0m（有効幅員） 

地覆 0.4m×2=0.8m      計 12.8m（総幅員） 

取付け道路部 
車道幅員 3.75m×2=7.5m､ 側帯 0.75m×2=1.5m、 

路肩幅員 3.0m×2=6.0m、計 15.0m（総幅員） 

橋梁形式 3径間連結 PCT 桁 

橋 長、支間割り 29.65m＋29.70m＋29.65m＝89.0m 

橋面舗装 アスファルト舗装（車道部 70mm） 

A1 橋台 

（ビシュケク側） 

形 式 逆 T式橋台 

構造高 7.0m 

基礎工 場所打ち杭基礎（φ1.0m、L=15.5m、n=10 本） 

A2 橋台 

（オシュ側） 

形 式 逆 T式橋台 

構造高 7.0m 

基礎工 場所打ち杭基礎（φ1.0m、L=15.5m、n=10 本） 

P1 橋脚 

形 式 小判形型式 

構造高 H=8.0m 

基礎工 場所打ち杭基礎（φ1.0m、L=12.5m、n=12 本） 

P2 橋脚 

形 式 小判形型式 

構造高 H=8.0m 

基礎工 場所打ち杭基礎（φ1.0m、L=12.5m、n=12 本） 

取付け道路 
延 長 ビシュケク側：約 180m、オシュ側：約 171m 

舗 装 アスファルト舗装（表層 40mm 基層 60mm 計 100mm） 

護岸工 
右岸側 巨石護岸工 1,029m2 

左岸側 巨石護岸工 439m2 

 

3-2-3 概略設計図 

以上の基本計画に基づいて作成した概略設計図面を次ページより掲載する。 

 

・ 図 3-2-21 橋梁全体一般図 

・ 図 3-2-22 取付け道路平面図 

・ 図 3-2-23 取付け道路縦断図 

・ 図 3-2-24 取付け道路横断図 

・ 図 3-2-25 護岸工一般図 

・ 図 3-2-26 迂回路平面図 

・ 図 3-2-27 迂回路縦断図(1/2) 

・ 図 3-2-28 迂回路縦断図(2/2) 

・ 図 3-2-29 迂回路横断図 

・ 図 3-2-30 仮橋全体一般図  
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3-2-4 施工計画 

3-2-4-1 施工方針 

本計画は日本国の無償資金協力の枠組みで実施されることを想定し、施工方針として以下の事

項を考慮する。 

① 地域経済の活性化、雇用機会の創出、技術移転の促進に資するため、本計画の実施に際して

は現地の技術者、労務者、資機材を最大限に活用する。 

② 本計画実施に必要な用地確保（家屋移転及び土地収用）を本計画開始までに、相手国負担と

して実施することを「キ」国へ要請する。 

③ 工事に関連する資機材の調達・輸入を含めて本事業に関連して、「キ」国にて賦課される関税、

国内税、付加価値税等に対して全て「キ」国によって免税措置が取られることを要請する。 

④ 本計画実施関係者の出入国にかかる便宜供与を図ることを「キ」国に要請する。 

⑤ 迂回路用仮橋を工事関係車両が通過する場合は、スムーズな通過と安全な通行を図ることを

「キ」国に要請する。 

⑥ 基礎工施工時には実際の地質状況を確認し、杭基礎の支持地盤面の確認等緻密な監理を実施

し、施工の確実性を期す。 

⑦ 降雨形態及び水位変動を勘案して適切且つ無理のない施工方法を採用し、現実的且つ確実な

施工計画を立案する。 

⑧ 工事完了後の保守補修の手法・時期および運用面での方策を提案し、その一環として今後の

維持管理を担当する「キ」国技術者の研修等ソフト面の強化も本計画に含める。 

3-2-4-2 施工上の留意事項 

(1) 工事期間中の安全確保 

工事期間中の安全確保として、主に下記の配慮を行う。 

・ 工事用関係車両の出入口は、ビシュケク－オシュ道路との交差点となるが、国際幹線道路で

あるビシュケク－オシュ道路は大型車の交通量が多いため、出入口には警備員を配置し、交

通事故の防止を図る。 

・ 河川内での作業になるため、河川増水に対する十分な監視体制、連絡体制を構築し、増水に

よる事故が生じないように安全を図る。 

(2) 工事期間中の環境保全 

工事期間中の環境保全として、主に下記の配慮を行う。 

・ 工事用車両の走行に伴う粉塵については、散水やスピード規制等により粉塵の発生を抑制す

る。 

・ 建設機械からの騒音・振動については、早朝及び夜間工事を回避する。 

・ 下部工等の河川内工時における泥水の流出による河川水質汚濁については、予備タンク・ポ

ンプ等の確保等の対策を講じる。 

・ 盛土の法面には、張り芝等の対策を講じる。 

(3) 労働基準法の遵守 

建設業者は「キ」国の現行建設関連法規に遵守し、雇用に伴う適切な労働条件や慣習を尊重し、

労働者との紛争を防止すると共に安全を確保するものとする。 
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(4) 非出水期の最大限の活用 

「キ」国は、全体的に降雨量の少ない国であり、クガルト橋地域も降雨量は少ない。クガルト

川の出水（増水）は、主に冬季に山岳部に降り積もった雪が春から夏にかけて融けることによる

ものである。河川内の橋脚基礎工事において、止水工法はその実施時期によってその工費が大き

く増減する。したがって、本計画の橋脚基礎工施工のための止水工法はコスト縮減を重視し、こ

れら工事を非出水期（9 月～3 月）の間で実施する計画とした。従って、これら条件が入札の際、

応札者へ遺漏無く伝わるように入札書類に十分に記載すると共に、実施の際にも建設業者へ非出

水期の最大限の活用を指導する。 

(5) 通関事情 

自国の港湾施設を有しない内陸国である「キ」国は、日本或いは第三国から調達される全ての

建設資機材は、ロシア、中国、カザフスタン経由で搬入される。従って、輸送、荷下ろし及び通

関手続き等の所要日数を十分に考慮した施工計画を立案する。 

(6) コンクリートの品質管理の重視 

本プロジェクトの主要工事は、下部工として A1 橋台、P1 橋脚、P2 橋脚及び A2 橋台と、上部

工としてコンクリート桁の工事であり、主要工はコンクリート工であると言える。よって、骨材、

砂、水、セメント等の材料管理、コンクリート混合プラントの仕様規定、コンクリートの運搬規

定、コンクリートの打設管理、養生管理等コンクリートの品質管理を最重点項目として施工を行

う必要がある。また、寒中コンクリートを施工する場合は、下記の事項に留意する必要がある。 

・ 寒中コンクリートには、耐凍害性が向上する AE コンクリートを使用する。 

・ 打ち込み時のコンクリート温度は、5～20℃の範囲で定める。 

・ セメントは、ポルトランドセメント及び混合セメントＢ種を用いる。 

・ 養生中のコンクリート温度は、5℃以上に保たなければならない。 

3-2-4-3 施工区分 

本無償資金協力事業を実施する場合、日本および「キ」国政府それぞれの負担事項の概要は以

下の通りである。 

表 3-2-19 日本及び「キ」国政府それぞれの負担事項 

日本側負担事項 「キ」国側負担事項 

・ ｢基本計画｣に示された協力対象事業であるクガルト橋（橋長

89m）の架け替えと取付け道路 351m 及び護岸等の建設。 

・ 既存クガルト橋の撤去。 

・ 迂回路用の仮橋及び迂回道路の建設・撤去。 

・ 下部工工事に先立ち、現在堆積している土砂等の浚渫。 

・ 仮施設（資機材ヤード、事務所等)の建設・撤去。 

・ 工事期間中における工事及び工事区域内を通過する一般交通

の安全対策。 

・ 工事期間中における工事による環境汚染防止対策。 

・ ｢資機材調達計画」に示された建設資機材の調達、輸入および

輸送。輸入機材については調達国への再輸出。 

・ ｢施工監理計画｣で示された実施設計、入札･契約書の作成、入

札補助および工事の施工監理。環境管理計画の監視を含む。

・ 本計画に必要な土地収用と影響を受ける施

設・家屋の撤去の実施。 

・ 本協力対象事業に必要な仮施設用地及び迂回

路用地の無償提供。 

・ 工事関係者に IDと工事関係車両にステッカー

の発給。 

・ 本協力事業工事に必要な廃材処分場の提供。 

・ 工事期間中の全般的な工事区域の監視。 

・ 工事期間中の「キ」国政府関係者による監督。

・ 「キ」国政府が課す関税、国内税、その他税政

上の課徴金等の免除。 

・ 本協力事業に関係する日本人および第三国人

の入国、滞在等に対する便宜供与。 

・ 銀行手数料の負担(銀行口座（B/A）開設、支払

授権書(AP)の手続き)。 
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3-2-4-4 施工監理計画 

(1) 施工監理業務の基本方針 

本プロジェクトは、日本国の無償資金協力の枠組みで実施されることを想定し、施工管理業務

の基本方針として下記事項を掲げる。 

・ 工事の品質は完成した施設の寿命・耐久性に大きく影響を及ぼすので、品質監理を最優先課

題として掲げ、施工監理業務を遂行する。特にコンクリート工事、基礎工事、河川工事とな

る護岸工工事には注視する。 

・ 品質監理に続く監理項目として進捗監理、安全監理、支払い監理を重視する。 

・ これら課題を達成するために、週１回の間隔で建設業者とコンサルタントとで合同現場点検

と定例会議を開催し、問題点の確認と対処方針を協議する。 

・ これに加え、月１回顧客である MOTC の代表と建設業者、コンサルタントとで定例会議を開

催し、問題点の確認と対処方針を協議する。 

・ インスペクターとして現地技術者を雇用し、施工監理技術である品質監理、進捗監理、安全

監理手法等に関して技術移転に努める。 

・ 建設業者への指示、全ての会議の記録、顧客への報告等は文書で残し、文書でもって報告す

るものとする。 

 

(2) コンサルタントの施工監理業務 

コンサルタント契約に含まれる主な業務内容を以下に示す。 

 

1) 入札図書作成段階 

概略設計調査報告書の結果に従い、各施設の実施設計を行う。次に工事契約図書の作成を行い、

下記成果品に対し「キ」国政府の MOTC の承認を得る。 

 

・ 設計報告書 

・ 設計図 

・ 入札図書  

 

2) 工事入札段階 

MOTC はコンサルタントの補佐の下、公開入札により日本国籍の工事業者を選定する。またこ

の公開入札およびその後の工事契約に参加する「キ」国により人選された代理人は、工事契約に

係わる全ての承認権を持つ者とする。コンサルタントは以下の役務に関し、MOTC を補佐する。 

・ 入札公示 

・ 事前資格審査 

・ 入札および入札評価 

3) 施工監理段階 

入札の結果選定された建設業者と「キ」国の代表者である MOTC との工事契約調印を経て、コ

ンサルタントは工事業者に対し工事着工命令を発行し、施工監理業務に着手する。施工監理業務
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では工事進捗状況を MOTC、在「キ」国の日本大使館及び JICA へ直接報告するとともに、その

他関係者には必要に応じて月報を郵送にて報告する。施工業者には作業進捗、品質、安全、支払

いに関わる事務行為および技術的に工事に関する改善策、提案等の監理業務を行う。 

また、施工監理の完了から 1 年後、瑕疵検査を行う。これをもってコンサルタントサービスを

完了する。 

 

(3) 要員計画 

詳細設計、工事入札、施工監理段階にそれぞれ必要とされる要員、役割は下記の通りである。 

 

1) 詳細設計段階 

・ 業務主任：詳細設計における技術面及び業務調整全般の監督及び顧客への主対応責任者 

・ 橋梁技術者（上部工）：上部工設計に係る現地調査、構造計算、設計図作成、数量算出を行う。 

・ 橋梁技術者（下部工）：下部工設計に係る現地調査、構造計算、安定計算、設計図作成、数量

算出を行う。 

・ 道路技術者：道路設計として線形の確定計算、標準断面の確定、法面工の検討、道路排水設

計、設計図作成及び数量計算を行う。 

・ 河川技術者：河川構造物設計に係る現地調査、構造計算、安定計算、設計図作成、数量算出

を行う。 

・ 施工計画・積算：施工計画の作成、及び詳細設計成果からの設計数量・工事単価を用いた積

算作業を行う。 

・ 入札図書：入札図書作成を行う。 

 

2) 工事入札段階 

事前資格審査図書及び入札図書の最終化、事前資格審査の実施、工事入札評価において、MOTC

の補助を行う。 

・ 業務主任：入札作業全般を通して、上記コンサルタントサービスを監督する。 

・ 橋梁技術者：入札図書の承認、及び入札評価の補助を行う。 

 

3) 工事監理段階 

・ 業務主任：工事監理におけるコンサルタントサービス全般を監督する。 

・ 常駐技師：現地における工事監理の総括及び「キ」国関係機関への工事進捗報告及び調整を

行う。 

・ 構造技術者：橋梁及び護岸工の施工計画見直し、コンクリート工事、上部工 PC 緊張監理等

を担当する。また、基礎工事において、掘削後判明する床付け面を確認し、必要が有れば基

礎工の現場調整の対応を担当する 

 

3-2-4-5 品質管理計画 

本プロジェクトにおける品質管理計画を次表に示す。 
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表 3-2-20 品質管理項目一覧表(案) 
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3-2-4-6 資機材等調達計画 

(1) 建設資材調達 

現地で生産できる材料は砂、骨材、路盤材、木材等で、その他は輸入品である。 

資材調達方針は次のとおりである。 

・ 恒常的に輸入品が市場に提供されており、且つ十分な品質を備えている場合は、これを調達

する。 

・ 現地調達できない製品は、日本または第三国から調達する。調達先は価格、品質、通関に要

する期間等を比較し、決定する。 

主要建設資材の可能調達先を下表に示す。 

表 3-2-21 主要建設資材の可能調達先 

項目 
調達先 

日本調達とする理由 
現 地 日 本 第三国

PC 鋼材  ○  
対象国には流通していない。周辺第三国からの調達は

可能であるが、スペックを満足することが明確でない。

鋼製高欄  ○  

高欄は通行者の目につきやすい材料であるので、周辺

第三国の製品では品質のばらつき、出来上がりの不具

合が生じる可能性がある。 

仮設・架設用鋼材  ○  現地調達できないリース製品は日本調達とする。 

ゴム支承  ○  

対象国では流通していない。周辺第三国からの調達は

可能であるが、材料（ゴム）の品質にばらつきがあり、

本件の仕様を満足しない可能性がある。 

形鋼  ○  
対象国では流通していない。周辺第三国からの調達は

可能であるが、仕様を満足しない可能性がある。 

瀝青材 ○    

骨材 ○    

アスファルト歴青材 ○    

ポルトランドセメント ○    

伸縮装置  ○  

対象国では流通していない。周辺第三国からの調達は

可能であるが、品質に大きなばらつきがあり、本件の

仕様を満足しない可能性がある。 

セメント用添加剤  ○  品質の面から日本調達とする。 

鉄筋 ○    

型枠用木材 ○    

型枠用合板  ○  品質の面から日本調達とする。 

主桁用鋼製型枠  ○  精度を必要とすることから日本調達とする。 

軽油 ○    

ガソリン ○    

橋面防水材  ○  
現地及び周辺国では調達が困難であり、現地で使用す

る場合は一般的に日本より輸入する。 
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(2) 建設機械 

道路建設関係の建設機械は、「キ」国内において調達可能である。但し、橋梁の製作・架設機械

は「キ」国内において調達不可能であり、日本やロシア等の第三国調達となる。 

「キ」国内にある生コンクリートプラントは古いため、またコンクリートの品質管理を効率的

に行うため、コンクリートプラントをキャンプヤード内に建設する。 

主要建設機械の調達可能先と我が国調達とする理由を下表に示す。 

 

表 3-2-22 主要建設機械の調達可能先 

機   種 仕  様 
調 達 先 

日本調達とする理由 
現地 日本 第三国

ブルドーザ 15～32ｔ ○    

バックホウ 0.6m3 ○    

ダンプトラック 10t ○    

ホイールローダ 1.2m3 ○    

トラック・クレーン 16～45ｔ ○    

ラフタークレーン 15～25ｔ ○    

モータグレーダ 3.1m ○    

ロードローラ 10-12ｔ ○    

タイヤローラ 8-20ｔ ○    

振動ローラ 0.8-1.1ｔ ○    

タンパ 60-100kg ○    

大型ブレーカ 
（アタッチメント） 

1,300kg ○    

コンクリート・プラント 30m3/hr  ○  現地では調達が困難である。

アスファルト・プラント 30t/hr  ○  現地では調達が困難である。

散水車 5,500Lit  ○  
現地市場での台数が少なく
調達が困難。 

クラッシャープラント   ○  

現地では調達できない。原石
の性状等から適切なプラン
ト設計のできる日本からの
調達とする。 

コンクリートポンプ車 90～110m3/h  ○  
コントラクターが自前で所
有しており調達が困難。 

大型ジェネレーター   ○  現地では調達が困難。 

鋼線ジャッキ 225ｔ  ○  現地では調達が困難である。

架設用架設桁   ○  

現地では調達が困難である。
また、第三国（ロシア等）か
らのリースは不可能である
ため、日本調達とする。 
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3-2-4-7 実施工程 

コンサルタントは、本事業の実施設計に係る交換公文（E/N）締結後、「キ」国政府との間でコ

ンサルタント業務の契約を締結し、本事業の実施設計業務を無償資金協力事業として着手する。

業務着手後、コンサルタントは、実施設計のための現地調査を 2 週間程度実施し、その後国内で

詳細設計、入札書類の作成を実施する。 

その後、入札補助業務、施工監理業務及び本体工事に関わる交換公文（E/N）締結後、コンサル

タントは、「キ」国政府が行う入札業務の補助作業として、入札書類の準備、業者の資格審査、

入札、業者選定、工事契約等の入札に関わる業務を補助する。 

入札を経て、工事請負業者は「キ」国政府と工事契約を取り交わし、日本国政府による工事契

約の認証を得た後、工事請負業者はコンサルタントより発給される工事着工命令書を受けて工事

に着手する。 

上記実施スケジュールは表 3-2-23 に示す通りである。 

 

 

表 3-2-23 業務実施工程表 
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3-3 相手国側分担事業の概要 

本事業計画の実施に当たり、「キ」国政府が負担すべき事項は以下の通りである。 

 

3-3-1 我が国の無償資金協力事業における一般事項 

・ 事業計画の実施に必要なデータ、情報を提供する。 

・ 事業計画の実施に必要な用地を確保する（道路用地、作業用地、キャンプヤード、資機材保

管用地）。 

・ 工事着工前の各工事サイトを整地する。 

・ 日本国内の銀行に「キ」国政府名義の口座を開設し、支払授権書を発行する。 

・ 「キ」国への荷役積み下ろし地点での速やかな積み下ろし作業、免税措置および関税免除を

確実に実施する。 

・ 認証された契約に対して生産物あるいはサービスの供給に関して、「キ」国内で課せられる関

税、国内税金、あるいはその他の税金を、本計画に関与する日本法人または日本人に対して

は免除する。 

・ 承認された契約に基づいて、あるいはサービスの供給に関係し、プロジェクト関係者の「キ」

国への入国および作業の実施の為の両国での滞在を許可する。 

・ 必要に応じて、プロジェクトの実施に際しての許可、その他の権限を付与する。 

・ プロジェクトによって建設される施設を正しくかつ効果的に維持・管理・保全する。 

・ プロジェクトの作業範囲内で日本国の無償資金協力によって負担される費用以外のすべての

費用を負担する。 

 

3-3-2 本計画固有の事項 

・ 工事の影響を受ける施設の撤去 

・ 既存道路用地外で本計画に必要な追加用地の確保 

・ 仮設ヤードの提供と整地 

・ 土捨て場及び廃材処分場の提供 

・ 工事期間中の全般的な工事区域の監視 

・ 工事期間中のキルギス政府関係者による監督 

 

 

  

（工事開始までに完了する） 
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3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

本プロジェクトの実施・維持管理は「キ」国が主管する。橋梁と道路の維持管理は、MOTC の

地域事務所が所管しており、本プロジェクトの場合は DEP-22 が担当する。また、護岸の維持管

理に関しては非常事態省が実施する。 

本プロジェクト竣工後の維持管理作業は、毎年定期的に行うものと数年単位で行うものに大別

される。本プロジェクトでは、以下に示す作業が必要である。 

 

(1) 毎年必要な点検・維持管理 

・ 橋面の排水管、支承周り、排水溝に溜まった砂、ゴミの除去と清掃 

・ 路面標示の再塗布等の交通安全工の維持管理 

・ 洪水後の護岸工の点検・補修 

・ 洪水後の転石・流木等の除去 

・ 路肩・法面の除草 

 

(2) 数年単位で行う維持管理 

・ 概ね5～10年毎に行う橋面と取付け道路の舗装のオーバーレイ 

本プロジェクトでは、橋梁の保全に護岸工が重要であるので、これらの構造物は 100 年確率の

設計高水流量を基に計画されている。しかし、これらの構造物は予見しがたい局部浸食、適用確

率以上の洪水に遭遇すると崩壊・流出の可能性もある。従って、洪水発生時においては、DEP-22

および非常事態省によって直ちに点検作業を行い、これら構造物に損傷・崩壊等が確認された場

合、直ちに補修を実施できる体制を整備することを要請する。この状態を放置すると最悪の場合、

橋台背面の裏込め土砂が流出し、橋台の陥没、交通分断までに発展する事が予見される。 
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3-5 プロジェクトの概算事業費 

3-5-1 協力対象事業の概算事業費 

施工・調達業者契約認証まで非公表 

 

 

3-5-1-1 概算事業費 

施工・調達業者契約認証まで非公表 

 

 

3-5-1-2 「キ」国側負担経費 

 

表 3-5-1 「キ」国側負担経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-5-1-3 積算条件 

・ 積算時期         ：平成24年5月 

・ 米ドル為替交換レート   ：US$1.0＝80.17円 (平成24年4月30日から過去6ヶ月間平均) 

・ キルギスソム為替交換レート：US$1.0＝46.63KGS (平成24年4月30日から過去6ヶ月間平均) 

・ 工事施工期間       ：22.0ヶ月 

・ その他          ：本計画は日本政府の無償資金協力ガイドラインに従って実施さ 

れる。上記概算事業費は、E/N前に日本政府によって見直される。 

 

 

  

負担事項 負担金額（千 KGS） 円貨換算(百万円) 

(1) 給油所簡易建物等撤去費 1,524 2.6

(2) 土地借地費用 6 0.01

(3) 電柱等移設費 398 0.7

(4) 銀行手数料 1,584 2.7

合   計 3,512 6.01
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3-5-2 運営・維持管理費 

本プロジェクトで整備される新設橋梁本体及び取付け道路の維持管理は、道路維持管理事務所

（DEP-22）が担当する。クガルト橋建設後の主な維持管理業務は、表 3-5-2に示す日常点検、清

掃及び補修であり、維持管理費(年平均換算)は553千KGSと推定される。これらの維持管理費用は、

運輸通信省(MOTC)の維持管理予算17億6,700万KGS（2012年度）の0.03%であり、十分な維持管理

の実施が可能と判断される。 

 

表 3-5-2 主な維持管理項目と費用 

 

（注）間接費は直接工事費の 40％を見込む。 

 

 

 

分 類 頻 度 点検部位 作業内容 

概算費用(千 KGS) 

備 考 
1回当たり

1 年当たり 

（年平均換算） 

排水溝等の 

維持・管理 
年 2 回 

橋面排水 堆砂除去 12 24  

側  溝 堆砂除去 3 5 

交通安全工の 

維持・管理 
年 1 回 マーキング 再塗布 6 6  

道路の維持管理 年 2 回 路肩・法面 除草 91 181 

護岸工・護床工 

の点検・補修 

洪水時（2 年に

1 回を想定） 
護岸・護床 損傷箇所の修理 336 168 

直工費の 2%

を見込む 

舗装の維持補修 5 年に 1 回 舗装表面 

オーバーレイ、舗

装クラック、ポッ

トホール等の補修
743 149  

 553  

直工費の 10% 

を見込む

直工費の 10% 

を見込む
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第4章 プロジェクトの評価 

4-1 事業実施のための前提条件 

プロジェクト実施のための前提条件は次のとおりである。 

① 既存クガルト橋の A2 橋台（オシュ側）の下流側に、給油所の簡易管理建物（１軒）があり、

迂回路建設のために撤去・移転が必要となる。また、この建物の移転は工事開始までに完了

することが必要である。 

② 橋梁建設に支障となる電気線、電信線及び水道管の移設が必要となる。また、これらの移設

は工事開始までに完了することが必要である。 

③ クガルト橋の建設には、迂回路部で 5,700m
2の借用地が必要となる。また、これらの借用地

の取得は工事開始までに完了することが必要である。 

④ クガルト橋の建設時には、仮設ヤード等を含め 9,400m
2の用地が必要となるが、仮設ヤード

等に予定している用地は国有地（道路及び河川占有地）であるため、借地の必要はない。た

だし、現在、当該地を利用している利用者の立ち退き等を工事開始までに完了することが必

要である。 

⑤ 橋梁建設に伴い初期環境影響評価（IEE）の許認可が必要となる。 

⑥ 土取り場、採石場の採掘許可及び樹木伐採の許可が必要となる。 

 

4-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項 

プロジェクトの効果を発現・持続するため相手国側が取り組むべき事項は、以下の通りである。 

① 本プロジェクトを円滑に遂行するために、本報告書「3-5-1-2「キ」国側負担経費」に記述し

た予算を事前に確保する。 

② 上記の内、支障物件の撤去・移設、迂回路用地及び施工ヤード等の借地の確保は工事開始迄

に確実に完了することが必要である。 

③ 本プロジェクトによって建設された橋梁の永続的な機能を確保するために、本報告書「3-4

プロジェクトの運営・維持管理計画」に記述された維持管理業務とそれに必要な要員および

費用を確保する。 

 

4-3 外部条件 

プロジェクトの効果を発現・持続するための外部条件を以下に列記する。 

① 新橋及び取付け道路は、設計速度 120km/h で設計されているが、事故防止のために速度規制

（80km/h）の標識を設置する等、安全対策の措置を励行すること。 

② 新橋及び取付け道路は、トレーラー荷重（43 トン）も包括する設計荷重で設計されているが、

耐用年数維持のために過積載の禁止及び取締り等の措置を励行すること。 
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4-4 プロジェクトの評価 

4-4-1 妥当性 

以下の点から、我が国の無償資金協力により協力事業を実施することは妥当であると判断され

る。 

 

① プロジェクトの裨益対象が、南部地域貧困層も含む一般国民であり、その数が相当多数で

あること（直接的にはジャララバード市民101万人及びスザク市民24万人、間接的には「キ」

国民 540 万人及び周辺国民）。 

② プロジェクトの効果として、「キ」国の最重要路線であるビシュケク－オシュ道路国際幹

線道路輸送ネットワークの強化、安定交通の確保、交通の円滑化、社会経済の活性化、沿

道住民の貧困削減等があり、住民の生活改善に緊急的に求められていること。 

③ 「キ」国側が独自の資金と人材・技術で完成後の運営・維持管理が行うことが出来、過度

に高度な技術を必要としないこと。 

④ 本プロジェクトは、道路セクター開発戦略（Road Sector Development Strategy,2007-2010）

における具体的な戦略の一つとして位置付けられており、「キ」国の国際基幹道路である

ビシュケク－オシュ道路整備事業の最重要施設であること。 

⑤ 本プロジェクトにおいては、環境面の負の影響が殆ど無いこと。 

⑥ 我が国の無償資金協力の制度により、特段の困難なくプロジェクトが実施可能であること。 

⑦ 橋長が 89m（3＠29.667m）と長い PC 橋であるため、「キ」国の技術による設計、施工は

困難であり、日本の技術を用いる必要性・優位性があること。 

 

4-4-2 有効性 

(1) 定量的効果 

本プロジェクトの実施により、見込まれる定量的効果は以下の通りである。 

 

  

指 標 名 基準値（2012 年） 目標値（2017 年） 

通行可能な車両重量の増加 30 トン 43 トン 

車両走行速度の改善 40km/h 80km/h 

橋梁幅員の増大 
・車道幅員：8.0m 

・歩道幅員：0.75m 

・車道幅員：9.0m 

・歩道幅員：1.5m 
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(2) 定性的効果 

本プロジェクトの実施により、見込まれる定性的効果は以下の通りである。 

 

① 対象橋梁が架け替えられることにより、「キ」国の最重要道路であるビシュケク－オシュ

道路が整備され、「キ」国内の輸送路が確保されると共に、国際幹線道路としての隣国へ

のアクセスが安定化・迅速化されることにより、「キ」国の経済発展に寄与する。 

② 対象橋梁の耐荷力が増強され、安定的な輸送路が確保されることにより、開発が北部に比

較して相対的に遅れている南部地域へのアクセスが容易となり、同地域の経済発展・貧困

削減に寄与する。 

③ 既存橋は歩道幅員が非常に狭いため（0.75m）、歩行者は車道を通行しており、交通事故の

危険性が高いが、新橋の歩道幅員は 1.5m と広いため、歩行者を巻き込む交通事故発生の危

険性が低減する。 

④ 橋梁及び道路の嵩上げ（0.5m）により、十分な河積断面が確保され、新設橋梁、取付け道

路及び周辺地域への洪水被害が低減される。 

 

以上の内容により、本案件の妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 
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